






10カ国で発効、 2月 1日に韓国、 3月18日にマレーシア

についても発効した。中国は協定発効国のほか、未発効

であるミャンマーに対しても 5月 1日からRCEP税率を

適用している。中国税関によると、2022年 1 ～ 6 月の半

年間で中国側の輸出企業が申請し発給を受けたRCEP原

産地証明書は26万6,000件となり、輸入国側での関税減

免額は 7億1,000万元だった。また、2021年 9 月16日に

CPTPPへの加入を正式に申請、2022年に入っても 2月

6日にエクアドルとのFTA交渉開始を発表し、引き続

き 2国間・多国間FTAを推進してく方針となっている。

■





億9,000万ドル、交通運輸・倉庫・郵便業が92.5％増の51億ドルだった。

商務部は2021年の特徴と 榛（∵）「一帯一蓮 沿線甑 骨 （Å）大型対援 負ミ ェ



法」が施行された。同法における「データ」とは「電子的あるいは他の方法で行われる情報に対するあら








